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◇ 対象区域 

北九州市全域を対象。 

◇ 目標年次 

平成 21年度～平成 30年度を目標。 

（５年ごとに事業の評価・検証を実施し、必要に応じて見直しを行います。） 

◇ 関連する計画との関係 

本市の上位計画である「北九州市基本構想・基本計画」「北九州市都市計画マスタープラン」「環境モデ

ル都市※行動計画」での交通に関する方針や施策は本戦略にて対応します。また、関連計画である「新た

な北九州市道路整備中長期計画」と連携を図り進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携 

連携 

＜本市における上位計画＞ ～戦略で対応する項目の抜粋～ 

北九州市基本構想・北九州市基本計画（平成20年12月策定） 

●７つの「まちづくりの取り組みの柱」とその主要施策（抜粋） 

柱Ⅲ 暮らしを彩る～快適な生活空間の創出と文化・スポーツの振興～ 

  【主要施策】安心して通行できる身近な道路の整備 

柱Ⅴ 街を支える～都市基盤の強化と国際物流拠点の形成～ 

  【主要施策】広域物流ネットワークの強化、市民の交通利便性の向上と産業活動の支援 

        公共交通の利便性の向上、おでかけしやすい“移動手段”の確保 

柱Ⅵ 環境を未来に引き継ぐ～市民・企業・行政が共につくる「世界の環境首都」～ 

  【主要施策】環境に配慮した都市基盤の整備・維持管理、自動車環境対策の推進 
 
 
 
 
 
 

北九州市都市計画マスタープラン 
（平成15年11月策定） 

●都市計画の目標 
・まちの魅力とイメージを高め、住みた
いまち、訪れたいまちをつくる。 

●都市計画の方針 
・利用しやすい都市交通ネットワークの
形成を進める 

環境モデル都市（平成20年7月22日認定） 
●温室効果ガス削減に向けての取組方針（抜粋） 
・低炭素社会を実現するストック型都市への転換 
●取組内容 
・高効率交通システムの構築 
●計画目標 
・公共交通分担率の向上 
・自家用車のCO２排出量削減 

環境モデル都市行動計画（平成21年3月行動計画策定） 
●温室効果ガス削減に向けての取組方針（抜粋） 
・環境が先進の街を創る 
●取組内容 
・高効率交通システムの構築 
※環境首都総合交通戦略にて対応 

 

 

北 九 州 市 

環 境 首 都 

総合交通戦略 

(平成20年12月策定) 

 

 

「新たな北九州市道路整備中長期計画」 
（平成22年2月策定） 

●今後の道路整備の方向性（抜粋） 
・ビジョン３ 美しき環境先進都市を支えるみちづくり 

●主な施策 
 北九州市環境首都総合交通戦略の推進 

連携 

北九州市環境首都総合交通戦略の概要 
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総合交通戦略においては、「望ましい交通体系を目指すための理念と基本方針」を設定し、それに基づ

いて交通施策が策定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北九州市環境首都総合交通戦略の理念と基本方針 
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総合交通戦略で取り組むべき施策として、「意識」・「公共交通」・「道路交通」の３つの分野で、28の交

通施策が策定されています。 

その中で、取り組みの柱となる５つの施策を「重点施策」に位置づけています 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合交通戦略で取り組む交通施策 



 

 5 

第１章（Ｐｌａｎ）策定当初の計画の概要 

 

 

 

総合交通戦略では、概ね10年後の計画目標として、３つの指標が設定されています。 

また、長期的には環境モデル都市における目標を見据えることとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1：徒歩･二輪車を除く。 

※2：単体対策等による排出量の削減は考慮していません。 

さらに削減量及び割合は、現状(平成17年)の自家用車からのCO2排出量(697,000t-CO2)をもとに算出しています。 

 

 

 

 

 

まずは、公共交通離れに歯止めをかけます。 

１．公共交通人口カバー率… 現状の80％を維持する 

２．公共交通分担率(※1)  … 現状の20％を維持する 

３．自家用車CO2排出量 … 約１％（▲7,000t-CO2）を(※2) 

削減する 

 

 

長期的には、公共交通利用者を増やします。 

●公共交通分担率（平成42年）  … 30％ (※1) 

●自家用車CO2排出量 

・平成42年 …約13％（▲92,000t-CO2）削減 (※2) 

・平成62年 …約14％（▲97,000t-CO2）削減 (※2) 

 

 

 

計画目標 

(概ね10年後) 

 

長期目標 

総合交通戦略における計画目標 


